
取組スケジュール

【耐震性・耐津波性能の向上】 津松阪港における耐震性・耐津波性能向上の取り組み 資料２－３

○海岸保全施設の老朽化対策、液状化対策を鋭意推進。
○港湾施設等の老朽化に関する緊急点検等を実施、維持管理計画書に基づいた維持管理の推進。

基本的な方針 主な取り組み状況 今後の取り組み
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海岸保全施設
・海岸保全施設津地区（栗真町屋、阿漕浦・御殿場）を整備中
（中部地方整備局）

・陸閘の常時閉鎖化、壁体化を検討中 （三重県）
・「東北地方太平洋沖地震及び津波により被災した

海岸堤防等の復旧に関する基本的な考え方」をとりまとめ。
＊海岸堤防の粘り強い構造化の指針 （国土交通省：H23.11）

・港湾における防潮堤（胸壁）の耐津波設計ガイドラインの策定
（国土交通省：H25.11）

・海岸保全施設の老朽化・液状化対策等の整備推進
（中部地方整備局・三重県）

・三重県地震被害想定の作成 （三重県）

・海岸堤防の老朽化、液状化対
策の推進
・水門・陸閘等の常時閉鎖化等の
検討の推進

耐震強化岸壁等
・大口地区北岸壁 耐震強化岸壁の整備 （三重県：H13年度）
・耐震性・耐津波性の点検・評価 （三重県：H22年度）
・港湾における液状化相談窓口を開設

（名古屋港湾空港技術調査事務所：H24.9）

・耐震性・耐津波性の再点検・再評価の実施
（三重県）

・背後の荷捌き地や道路網等と
岸壁の耐震強化、液状化対策等
の一体的な推進
・耐震強化岸壁の健全度の確認

維持管理
・港湾施設等の維持管理計画書（H21～H22策定）に基づく点検
（三重県）

・臨港道路橋梁長寿命化計画の策定 （三重県）
・老朽化に関する緊急点検等の実施 （三重県）
・維持管理計画書に基づいた維持管理の推進（三重県）

・港湾施設等の的確な維持管理
の推進

平成２６年度以降

海岸保全施設

耐震強化岸壁等

維持管理

平成２４年度 平成２５年度

維持管理計画書に基づく点検

老朽化に関する緊急点検等の実施、維持管理計画書に基づいた維持管理の推進

大口地区北岸壁 耐震

強化岸壁の整備

（平成13年度完成）

液状化相談窓口の開設

随時、液状化対策に関する技術的支援を実施中

海岸保全施設の改良、水門・陸閘の常時閉鎖化・壁体化を検討中

大口地区耐震強化岸壁

の耐震性・耐津波性の点

検・評価（平成22年度）

港湾施設等の維持管

理計画書の策定

（平成21～22年）



《耐震強化岸壁等、海岸保全施設》 津松阪港における取り組み
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海岸保全施設の凡例

地震時における堤体の危険度が低い

地震時における堤体の危険度が高い

※三重県(H16年度）、四日市港管理組合（H20,21年度）の
　海岸保全施設の耐震点検結果を基に作成

※海岸保全施設の危険度を評価するために用いた地震力
　(設計震度)は、75年に1回程度発生する可能性のある地
　震を基に設定。
※東海・東南海・南海地震のような巨大地震を想定したもの
　ではないので、巨大地震に対しては、本判定で危険度が
　低いと評価された施設についても十分注意が必要。

大口地区 耐震強化岸壁
緊急物資（２バース既設）

津地区（贄崎）
耐震強化岸壁
緊急物資
（１バース計画）

耐震強化岸壁
整備済：２バース
計 画：１バース

【津松阪港 地震・津波対策の取り組み】

※三重県(H16年度)の海岸保全施設の耐震点
検結果を基に作成

津地区（栗真町屋工区、阿漕浦・御殿場工区）

★

(計画)

(計画)

★

津松阪港（大口地区）耐震強化岸壁の整備状況
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○大口地区岸壁（北）２バースの耐震強化岸壁を整備完了。
○平成２３年度より津地区（栗真町屋工区、阿漕浦・御殿場工区）の約５.５kmについて老朽化した海岸堤防の改良整備を実施中。
○国が改良整備を実施している以外の海岸保全施設については海岸管理者（三重県）が維持管理を行っている。



《海岸保全施設》 「 港 湾 に お け る 防 潮 堤 （ 胸 壁 ） の 耐 津 波 設 計 ガ イ ド ラ イ ン 」 の 概 要 （ H 2 5 . 1 1 ）

防潮堤（胸壁）について、設計津波を超える規模の津波に対しても減災効果を可能な限り発揮できるよ
う、倒壊しにくい粘り強い構造にすることを目指し、「港湾における防潮堤（胸壁）の耐津波設計ガイドラ
イン」を策定した。

設計津波に対して、胸壁に求められる機能（背後地の防護機能）を維持しつつ、設計津波を超える規
模の津波に対しても、津波減災効果を可能な限り発揮できるようにする。

胸壁の耐津波設計の基本的考え方

※対策が必要な箇所において、下記対策工を適宜組み合わせて実施

ほぞや用心鉄筋の設置
【堤体上部の欠損リスクの低減】

～ 粘り強い構造の工夫 ～

本体と一体化した水叩き、躯体底版の拡幅
【基礎地盤の洗掘に伴う転倒リスクの低減】

埋込式により堤体と一体化した排水溝
【基礎地盤の洗掘・吸出しの起点となることの防止】堤体に密着したコンクリート舗装版、ステンレス鉄筋

等による接合
【基礎地盤の洗掘・吸出しの起点となることの防止】

路盤の安定処理を行ったアスファルト舗装
【洗掘・吸出しの防止】

杭と堤体本体を剛結合
【転倒リスクの低減】

基礎（砕石）等にセメント注入や捨コンクリート処理
【洗掘・吸出しの防止】

止水矢板の設置を標準化。矢板と堤体本体を剛結合
【堤体本体直下の基礎地盤の流出を抑制】
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→ 構造物の機能を最大限活用し、減災に寄与する。



･港湾施設を有する民間企業
･港湾管理者等

「港湾における液状化相談窓口」を設置し、港湾施設の適切な維持管理を促進している。

中部地方整備局 名古屋港湾空港技術調査事務所

TEL：052-612-9982      FAX：052-612-9477
受付時間：9:30～12:00,  13:00～17:00（土･日･祝祭日を除く）

液状化対策に関する技術的支援の相談事例

対象 相談窓口

《耐震強化岸壁等》 港湾における液状化相談窓口

【課題】民間企業、港湾管理者等
･工業用地などの民有護岸の液状化対策
・ふ頭用地の液状化対策

【問題点】
･多大な時間と費用を要する

地震発生時の沿岸構造物の変形量を
高い精度で予測するには、個別の施設
毎にシミュレーションが必要

【解決策】名古屋港湾空港技術調査事務所
･新たな液状化予測・判定例の解説
・簡易耐震診断システムの紹介など
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《維持管理》 港湾施設の老朽化対策の推進

○高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行中
○平成24年度補正予算を活用し、老朽化が著しい国有港湾施設を対象に緊急点検を実施
○将来にわたりその機能を発揮できるよう、維持管理計画書を作成（H21～H22）し、計画的かつ戦略
的に港湾施設の維持管理・予防保全措置を実施

■供用後50年以上経過する港湾施設の割合

今後、緊急点検結果を踏まえ、早急に対策が必要な施設について、速やかに対策を実施し、
計画的な老朽化対策、予防保全対策を推進

■港湾施設における主な老朽化事例

2013年4月 2033年4月2023年4月

約４％ 約３３％ 約５７％
効
用
・性
能

標準的供用限界

供用期間

施設の長寿命化予防保全型維持管理へ転換

更新工事

（コスト小）

当初のライフサイクル（設計供用期間）

抜本的な

更新工事

（コスト大）

■港湾施設の長寿命化と老朽化対策

桟橋上部ｺﾝｸﾘｰﾄ（下面）鉄筋腐食 エプロン部の陥没・空洞化
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※中部地方整備局 国有港湾施設数（外郭・係留施設）


